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はじめに 

 

我が国における防災科学技術に関する研究開発は、基本的には「防災に関す

る研究開発基本計画（平成５年１２月）」に沿って進められてきたところである

が、平成７年１月の阪神・淡路大震災の発生を契機として研究開発計画の見直

しが図られ、「阪神・淡路大震災を踏まえた地震防災に関する研究開発の推進に

ついて（平成７年５月、科学技術会議政策委員会）」がまとめられた。さらに科

学技術庁における検討等を踏まえて「地震防災研究基盤の効果的な整備のあり

方について（平成９年９月、航空電子等技術審議会）」において地震防災研究基

盤の整備等について考え方が示され、これに沿って地震防災研究基盤の整備等

が実施されている。 

一方、平成７年７月に地震調査研究推進本部が設立され、「地震調査研究の推

進について－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的

かつ基本的な施策－（平成１１年４月、地震調査研究推進本部）」を決定し、地

震に関する観測、測量、調査及び研究は、これに沿って進められているところ

である。 

また、地震観測研究や火山噴火予知研究については、測地学審議会(現科学技

術・学術審議会測地学分科会)の建議に基づく「地震予知のための新たな観測研

究計画（平成１０年８月）」と「第６次火山噴火予知計画（平成１０年８月）」

に沿って観測研究が進められている。 

他方、平成１３年 1月、国の行政組織の再編によって、文部省と科学技術庁

が統合され文部科学省となった。また、内閣府の４つの重要政策に関する会議

の１つとして、総合科学技術会議が発足するとともに、文部科学省内に科学技

術・学術審議会が発足した。 

総合科学技術会議は、「科学技術基本計画（平成１３年３月閣議決定）」に定

める重点戦略に基づき、各分野において重点領域並びに当該領域における研究

開発の目標及び推進方策の基本的事項を定めた「分野別推進戦略（平成１３年

９月、総合科学技術会議）」をとりまとめた。このうち社会基盤分野推進戦略に

おいては、防災分野に関し、異常自然現象発生メカニズム、発災時即応システ

ム、過密都市圏での巨大災害被害軽減対策、中枢機能及び文化財等の防護シス

テム、超高度防災支援システム等が研究開発目標として掲げられている。 

文部科学省の科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会では、文部科学省

が主として関与する各分野の研究開発計画の作成及び推進に関する重要事項の

調査・検討を行っている。防災分野については、分科会の下に「防災分野の研

究開発に関する委員会」を設置し、今後１０年程度を見通した当面５年間の研

究開発推進方策を検討してきた。委員会では、「科学技術基本計画」及び「分野
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別推進戦略」を踏まえるとともに、別途、防災関係研究機関を対象として独自

に実施した広範な研究実態調査の分析結果や防災関係機関のヒアリングを通し

て、文部科学省として取り組むべき防災分野の研究開発の重点課題及び推進の

ための重要事項について議論を行ってきた。 

「防災に関する研究開発基本計画」は策定から９年を経過しており、その間、

都市防災のあり方に根本的な見直しを迫った阪神・淡路大震災、長期避難対策

と復興対策の重要性を示した三宅島噴火（平成１２年７月）、阪神・淡路大震災

と違った意味で危機管理と都市防災の重要性を痛感させたニューヨーク貿易セ

ンタービルテロ事件（平成１３年９月）など、今後の防災に関する研究開発の

あり方に影響を与える事件が発生した。また、この９年間、高齢化社会の進展、

情報化の進展、環境問題の深刻化、防災ボランティアや多数の防災ＮＰＯの設

立にみられる市民意識の変化など、防災に関する研究開発に影響を与える社会

的変化も著しい。さらに、防災行政組織でも、中央防災会議が内閣府の４つの

重要政策に関する会議の１つとなり、その位置が高められているところである。 

本報告書は、このような動きを踏まえ、これまでの委員会における検討、防

災関係研究機関への実態調査の分析等の結果を基礎として、防災科学技術の今

後１０年程度を見通した上で当面５年程度について、文部科学省において進め

るべき重要研究開発課題、研究開発推進にあたっての重要事項等を示したもの

である。 
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第１章 基本的考え方 

 

１．社会の防災力の向上への貢献 

防災に関する研究開発全体の目標は「災害を防止・軽減する」ことであ

る。その成果は、政府、自治体、企業、家庭、個人等を通じて社会に適用

されて初めてその価値を発揮する。個々の研究開発の推進にあたっては、

社会のニーズを的確に把握し、それらに対応する目標を定め、これを達成

するための計画を策定して実施する必要がある。 

社会のニーズを反映した研究開発を行い、研究成果を社会に還元するに

あたっては、急速に進展する高齢社会における災害時要援護者の増大、快

適利便な生活様式の普及に伴い、災害によりそれが突然崩壊した時の脆弱

性の増大、地域コミュニティが崩壊しつつあることによる地域防災力の減

少などの社会的趨勢を勘案しながら、種々の具体的な研究課題を設定し、

全体として、社会の防災力の向上に寄与することが重要である。 

このために必要な研究開発の活動は、後述のように、「実証データを収集

する」、「データベース化する」、「災害のメカニズムを明らかにする」、「災

害を予測する」、「防災力を向上させる」の５つに分けて整理することが可

能であり、これらを念頭に研究開発を進めていくことが有益である。 

また、研究開発の成果は、実際の社会に還元できる内容を備えるべきで

あり、ユーザーが利用しやすいものでなければならない。このためには、

防災対策を実施する自治体、ＮＰＯ等と協同して研究開発を進めることを

考えなければならない。成果の社会還元のためには、企業の商品やサービ

スとして広く提供することも有用である。大学、独立行政法人等の民間と

の共同研究開発や民間外部資金の導入も、従来必ずしも活発とはいえない

が、産業化や成果の社会還元に資するものであり、さらに、研究開発活動

の活性化にもつながることから、積極的に推進すべきである。 

このように、防災分野の研究開発では、社会に適用可能な成果の創出が

重要であり、目的志向を特に明確にすべきであるが、一方では、自然現象・

災害メカニズムの解明や観測研究を支える計測技術等の基盤的な技術の開

発は災害の防止・軽減の基礎となるものであり、目的志向型研究と基礎的、

基盤的研究の両輪が有機的に連携して進められることが重要である。 

 

２．幅広い分野間の連携による総合科学技術として推進 

災害の防止・軽減のためには、自然現象の解明・予測から、災害発生の

メカニズムの解明、防止技術の開発と社会への適用、災害時の対応、災害

からの復旧・復興までを含めた広範な研究の融合を欠くことはできない。
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また、地震・豪雨等、複数の自然災害を有機的に結びつけた検討なくして

は、対策技術の高度化が困難な場合も多い。 

災害のメカニズムの解明やそれに対応する対策技術等理学・工学的な研

究開発が重要であることはいうまでもないが、理学・工学・情報科学の連

携で進められる防災分野の研究開発の成果が実際に社会に適用されるため

には、政策展開、法令、行政組織、金融・保険・経済制度、災害実務、教

育、情報システム等、現実の社会の仕組みに踏み込む必要があり、人文科

学・社会科学的なアプローチも不可欠である。 

大都市における災害の軽減のためには、災害発生メカニズムの複雑化と

その影響が多様な分野に広がることを考慮しなければならず、個別の災害

に対する個別のアプローチのみならず、複合的な災害や、複雑なメカニズ

ムに対応した総合的アプローチが必要である。災害の発生は物理的現象で

あるが、災害の本質は社会的現象である。このような観点からも、理学・

工学と情報科学、人文科学・社会科学を有機的に統合することが不可欠で

ある。 

しかしながら、理学・工学分野における防災に関する研究に比べて、人

文科学・社会科学分野における防災に関する研究にはまだ十分な広がりが

あるとは言えず、今後重点的に推進していく必要がある。 

 

３．防災関係機関との連携強化と成果等の普及 

防災分野の研究開発成果の社会への適用、普及を促進するためには、研

究開発の初期の段階から目標と用途を明確にし、国や自治体等の防災関係

者と連携して、研究開発を進めていくことが有用である。すなわち、防災

行政のみならず防災科学技術研究開発の一環としても、地方公共団体の防

災実務者をはじめとする利用者のニーズを把握し、成果の参照や利用を支

援するとともに、防災への有効性について検証を行い、その情報に基づい

て技術を改善・高度化していくという循環的過程が必要である。そのため

には、大学、独立行政法人、国立試験研究機関、自治体、企業、ＮＰＯ等

組織の種類を越えた連携を積極的に進めなければならない。 

また、防災分野の研究は内外の新たな災害の発生等を契機として全く新

しい展開を見せる場合もある。そのような新たな課題に対して迅速かつ的

確に取り組んでいくためにも、防災と科学技術行政、国と自治体、行政と

市民等分野と組織の枠を越えた連携を積極的に進めていくことが有用であ

る。 

 

４．地震災害への重点化とその他の災害への取り組み 
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我が国は環太平洋の一角に位置し、プレート境界等の地殻構造が非常に

複雑で動きも活発であるとともに、アジアモンスーン地域に位置して降水

量やその季節変動が比較的大きい気候風土の中にある。これまでも、地震

をはじめ、火山噴火、豪雨、高潮、地滑り、豪雪等による様々な災害に見

舞われ、多くの人命・財産が失われてきたが、近年、人口の都市集中が災

害をさらに拡大している例も見られる。 

特に地震については、短期的な予知が極めて困難であるため、発生の際

に人命、財産、経済活動に及ぼす被害は甚大である。地震災害の防止・軽

減には国を挙げて優先的に取り組むべきであり、今後も重点的に研究開発

を実施すべき課題が多い。 

また、豪雨、高潮、地滑り、豪雪等による災害は、地震災害よりもずっ

と頻度が高く、その対策とそのための研究開発も欠かすことはできない。

さらに、都市化が進んでいる我が国においては、大都市が大地震に見舞わ

れることが必然であることや、都市とその周辺において水害、土砂災害も

多発していることから、都市の脆弱性、都市における災害の複雑さや特殊

性に関する研究開発にも取り組んでいく必要がある。 

このような観点から、第２章では、研究開発の目標を提示し、国が中心

となって特に重点的に取り組むべき研究開発領域を明確にするとともに、

現下の防災に関する研究開発状況を反映した今後取り組むべき重要な研究

開発課題を掲げることとした。 

 

５．研究開発基盤の強化と競争的資金の拡充等研究開発環境の整備 

防災分野の研究開発においては、自然現象としての災害を可能な限り忠

実に再現した実験等、大規模な施設、設備を用いた研究や、自然現象の解

明のために広範な観測データを必要とする研究も多く、そのための施設・

設備の整備、観測の充実やデータベースの整備、さらには最新の情報通信

技術を活用したこれら実験・観測等の高性能化、研究開発の効率化が重要

である。また、一部でシミュレーションによる代替が可能な場合もあるが、

自然現象の解明においては実地のデータ収集が不可欠である。これらの施

設・設備やデータベースの整備と維持、運用には多くの人員と多額の経費

を継続的に必要とすることから、省庁間の連携を推進し、計画的・重点的

に実施するとともに、それらの共用を従来にも増して積極的に推進しつつ、

その成果を広く共有していくことが必要である。 

他方、防災分野は、複合的・境界的分野であるため、既存の学問分野の

中に包含されないものが多い。したがって、既存の学問分野にはとらわれ

ないで、防災分野として固有の競争的資金を確保できるようにすることが
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望ましい。 

 

６．総合的・組織的な国際展開 

２０世紀の最後の１０年間に全世界で５０万以上の人命が自然災害によ

って失われており、自然災害への対応は人類共通の課題である。国際連合

では１９９０年代の国際防災１０年（ＩＤＮＤＲ）を継承する国際防災戦

略（ＩＳＤＲ）事務局を設置し、国際協調行動を通じた全世界の自然災害

の防止・軽減に取り組んでいる。 

自然災害による死者の大半はアジア地域で生じており、我が国において

も、地震、火山噴火、豪雨等による自然災害が頻発している。アジア地域

の災害にはこれまで我が国が経験してきたものと共通する面があり、我が

国が蓄積してきた知見を応用できる場面がある。我が国が防災分野の先進

国として、アジア地域をはじめ世界の国々と科学技術分野の国際協力活動

を通じて、世界の自然災害の防止・軽減に積極的に取り組むことは国際的

な責務である。その際、外力が災害という社会現象を生み出す過程には日

本の社会とは大きく異なった地域性が影響することに留意し、また、この

社会的な過程が明確ではない状況であることから、文化人類学等の人文科

学・社会科学分野との連携を強化することが重要である。 

また、我が国は、研究開発基盤の整備・共用や観測データの流通に関し

ても一定の役割を期待されており、欧米等先進国との共同研究も積極的に

進めていくことが重要である。 

さらに、先進国との研究協力や発展途上国への研究成果の普及や防災対

策への適用は、国内とは異なる自然・社会環境を持つ研究開発フィールド

を活用するという意味において、相手国のみならず我が国の防災科学技術

を発展させ、それらが我が国の災害防止・軽減対策に還元されるという観

点からも極めて重要なものである。 

現在、我が国の多くの研究者が、アジア地域をはじめとして様々な国や

地域との研究協力を行っている。しかし、その多くは個別的・個人的努力

によるものであり、我が国の貢献として国際社会に認識される機会及びそ

の成果が我が国の研究開発に還元される機会は少ない。一方、国として予

算措置を行った国レベルの組織的な研究の中には、その実績が国際的に認

知されたものもある。 

このようなことから、防災分野の国際協力にあたっては、我が国の姿が

見えるよう、ＩＳＤＲ、国際連合教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ）、国際

連合地域開発センター（ＵＮＣＲＤ）等の国際機関との連携を指向しなが

ら、日本の開発途上国に対する援助事業のための政策形成に資することを
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視野に入れて、総合的・組織的に展開を図っていくことが重要である。 
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第２章 重要研究開発課題 

 
第２章においては、目的を明確にした研究開発を推進するため、大くくりの

研究開発目標と領域を提示するとともに、現下の防災に関する研究開発の状況

を反映するため、個別の研究開発課題の分析・評価に基づく課題を提示し、こ

れら両面から重要研究開発課題を掲げることとした。 
まず、第１章の基本的考え方に沿って、地震災害への対応を中心としつつ、

社会の防災力の向上に多大な貢献が期待される研究開発領域であって、従来必

ずしも十分に研究が行われていない総合的な分野又はさらに積極的に推進すべ

き分野について、研究開発の大きな目標を軸として７つの柱に整理し、重点研

究開発領域として［１］のようにまとめた。 
さらに、「防災に関する研究開発基本計画（平成５年１２月）」に沿って、当

委員会で実施した広汎な研究開発状況調査を基とした個別の研究開発課題の分

析・評価の結果、重要と認められる課題をその内容に応じて、「実証データを収

集する」、「データベース化する」、「災害のメカニズムを明らかにする」、「災害

を予測する」、「防災力を向上させる」の５種類の活動に整理し、分野別重要研

究開発課題として［２］に掲げる。 
なお、地震に関する観測、測量、調査及び研究並びに地震・火山噴火予知研

究については、地震調査研究推進本部及び測地学審議会（現科学技術･学術審議

会測地学分科会）の方針により進められているところである。これらに該当す

る研究課題については，基本的には地震調査研究推進本部又は測地学分科会に

委ねることとするが、本推進方策と密接に関係する研究課題であって、当委員

会として重要と認められるものについては掲げることとした。 
 
［１］重点研究開発領域 

 
１．防災対策の戦略の構築（リスクマネジメント等） 
想定される災害に的確に対応するためには、過去の災害発生状況等から

その範囲や規模を特定し、それに即した対策を予め定めておき、その対策

を実行するために必要なマニュアル等の整備や実践的な訓練を行うことが

重要である。また、災害の規模が予想を超えて拡大したとき、これに迅速・

的確に対処できるような組織構成や人材育成も重要である。 
これら個々の防災対策を有効に実行するためには、リスクの予測、事前

対策、緊急対応、復旧・復興という災害の全過程を視野に入れたリスクマ

ネジメントの枠組みを導入し、機会あるごとにその枠組みの妥当性を検証

しながら適切な防災システムを構築することが重要である。また、想定さ
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れる災害について、対象となる組織の体制やコストにあわせ、もっとも効

果的な対策を戦略的に立案することが必要である。国や地方自治体だけで

なく、コミュニティや企業といった単位でもリスクマネジメントは必要で

あり、これらが有機的に連携することにより、災害に強い社会が形成され

る。さらに、社会・経済活動の中枢管理機能、文化財、教育施設、医療施

設等の公共性の高い資産の防護を十分念頭に置くとともに、災害に強いま

ちづくりという観点から、その考えを都市計画にも取り入れていくべきも

のである。 
他方、災害は想定されるがその範囲や確度が明確でない等、災害に対す

る戦略の構築に必要な情報が著しく不足している場合でも対策の立案を求

められる場合がある。このような場合についても今後研究を進める必要が

ある。 

●主要研究開発課題 

・ 防災リスクマネジメントの体系化と適用方策の構築 

・ 災害の種類や地域・都市の特性を考慮した被害想定の高度化 

・ 防災対策のコストや適用限界を考慮したリスクマネジメントのあり方

の研究 

・ 中枢管理機能施設、文化財を含む構造物のハード対策とソフト対策の最

適な組み合わせ等の総合的減災システムの研究 

・ 広域災害を視野に入れた各種組織間連携の有効性に関する研究 

 

２．ハザードマップ（災害発生危険度予測地図）の高度化 
ハザードマップは、地域住民や滞在者が当該地域の安全性を評価し、災

害発生危険箇所を知り、災害時の行動を適切に行うために非常に有用であ

る。現在、地方自治体においては地域防災計画を策定し、それに基づいて

防災対策が行われている。しかし、ハザードマップを作成する地方自治体

は近年急速に増加しているものの、まだ十分とは言えない。結果として災

害発生危険箇所、発生条件、被災範囲等を明確に想定することなく地域防

災計画が策定されている。この結果、地域住民は具体的な避難行動等を明

確化することができず、防災対策の十分な効果が得られていない。近年は、

災害発生機構の理解や災害データベース等の成果を踏まえて、地理情報シ

ステム（ＧＩＳ）を活用したより詳細な地図の作成が可能になっているが、

今後は、これらを活用して地域住民に対してわかりやすいハザードマップ

を作成することが必要である。そうしたハザードマップの高度化と整備に

よって、各種災害の危険性を地方自治体等関係機関をはじめ地域住民に至

るまで十分に周知し、的確な対応を可能とし、地域の防災力向上に資する
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ことになる。 

●主要研究開発課題 

・ 洪水氾濫、土砂災害、高潮、地震、津波、火山噴火等各種災害に対応し

たハザードマップの作成・普及とその高度化 

・ 災害データベースの構築 

・ ＧＩＳ、情報通信技術等を活用した危険度評価と被害特性の可視化 

 
３．地震による構造物の破壊過程の解明 
構造物の耐震性を明らかにするためには、従来の実験では想定されてい

なかった構造物の崩壊に至るまでの破壊過程の解明が求められており、構

造物の実大模型を用いた震動実験が不可欠である。また、実大実験の成果

を有効に生かすためには、中規模振動台あるいは大型試験機で行われる要

素実験の研究とその成果に基づく構造物破壊実験のデータベースやシミュ

レーション技術の開発を進め、仮想的に実大模型の破壊を再現する数値振

動台の開発を行うことが必要である。 

●主要研究開発課題 

・ 大規模三次元震動台と実大模型を用いた実験による構造物の破壊過程

の解明 

・ 中規模振動台等を用いた要素実験 

・ 構造物破壊実験データベースの構築 

・ 数値振動台の開発 

 
４．既存構造物の耐震性の評価及び補強 

構造物の耐震技術については、構造物の地震時振動特性の解明等が進み、

耐震設計手法に取り入れられている。また、免震・制振技術、構造形式に

対応した耐震診断・補強技術が開発され、実用化されつつある。しかし、

既存構造物を全て短期間で更新することは不可能であることから、今後、

コストも念頭に置きながら既存構造物、特に社会経済の中枢管理機能を担

う施設、教育施設、文化財等の公共性の高い施設を対象とした耐震性評価

技術、耐震補強技術、老朽化対策及び被災構造物の補強技術の開発・高度

化を図る必要がある。 

●主要研究開発課題 

・ 耐震性評価技術の高度化 

・ 耐震補強技術の高度化 

・ 耐震性能再生技術の開発 
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５．復旧・復興過程の最適化 
大規模災害発生後における被災地域の復旧・復興過程においては、住民

の被災状況やライフラインの破損状況等を克明に点検し、地盤や社会生活

上の脆弱性を正確に把握した上で、被災した地域の社会全体を見渡した施

策の実行が重要である。これによって、災害発生前に比べてさらに災害に

強いまちづくりが実現する。そのためには、過去に発生した災害時の復興

状態を把握し、被災時における人間の心理状態の把握や復興対応の優先順

位等の判断基準を策定するための調査研究や、実際の災害を想定した復

旧・復興計画の策定を行い、災害発生時の状況に応じた施策決定を行うた

めのシステム構築が必要である。また、火山噴火のように被害が長期化す

る災害について、被災者への持続的な生活支援を含む適切な復旧・復興対

策の研究も重要である。さらに、災害は繰り返し発生する特性があること

から、災害発生前において地域の持続的発展につながるまちづくりを視野

に入れた復興計画を策定することは、安全・安心な社会の実現のために必

須である。 

●主要研究開発課題 

・ 避難期、救援期、復興期における住民行動・行政の対応に関する検証 

・ 復興データベースの構築 

・ 各々の復興施策の評価とそれが住民に与えた影響の把握 

・ 復興対応の優先順位決定とその進め方の方針策定 

 
６．先端技術の災害軽減への積極的利活用 
近年発展の著しい情報通信技術においては、防災が単なる一つの応用分

野として位置付けられてしまうため、研究段階から防災への利活用を前提

とした試みを積極的に行うことによって、それら先端技術の災害軽減への

利活用をさらに進める必要がある。災害対応シミュレーションは地震、火

山噴火、水害等による被災状況の迅速かつ定量的な把握を可能にし、時々

の状況に即した事前対策の構築や事後の効果的な災害対応を可能にする。

また、被災直後の危険な現場におけるロボット等の活用は、救助での早期

の被災者発見や情報収集、二次災害の防止等に大きく寄与する。さらに、

これらの分野以外にも先端技術の防災分野への利活用をさらに進め、災害

軽減に役立てていくことが重要である。 

●主要研究開発課題 

・ 被害想定や災害対応シミュレーション技術の高度化 
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・ 被災時の避難誘導訓練や、防災教育のためのシミュレーションシステム

の開発 

・ 災害時支援・対応ロボット等の実用化 

・ 先端技術の防災分野への円滑な導入と応用プロセスの研究 

 
７．災害情報 

災害時には、正確な情報を共有して、適切な判断を下すことが災害の軽

減を図る上で必要である。そのため、国、自治体、警察、消防、ライフラ

イン機関など防災関連機関が重要な災害情報を共有し、防災上の意思決定

に活用できるようにすることが急務である。災害情報には、災害発生時の

即時情報から災害直後の被災状況、復旧・復興時の支援状況の情報にいた

るまで様々なものがあるが、それぞれの時間軸に応じた的確な情報の収集、

解析、提供が災害軽減の上で重要である。災害時においては流言等によっ

てさらに混乱が拡大することも懸念され、誤った情報による混乱を避ける

ため、地方自治体、企業、自治会といった防災関連組織が正確な災害情報

を発信できる体制の構築が重要である。また、高齢化や国際化の急速な進

展に伴い、難聴者や外国人が増大しているため、これらの人々に対する情

報伝達手段も必要である。さらに、高度に発達した情報通信技術により、

洪水氾濫・地震に関わる情報をリアルタイム（即時的）に収集、解析、提

供することは、災害軽減に大きく資するものであり、そのための研究開発

も重要である。 

●主要研究開発課題 

・ 災害情報の的確な収集、解析、提供システムの構築 

・ 災害情報の標準化、統合化に関する研究 

・ 災害情報とＧＩＳの融合 

・ リアルタイム地震情報伝達システムの開発 

 
 
［２］分野別重要研究開発課題 

 
防災に関する研究開発全体が目標とするものは「災害を防止・軽減する」こ

とである。そのために必要となる活動は、「実証データを収集する」、「データベ

ース化する」、「災害のメカニズムを明らかにする」、「災害を予測する」、「防災

力を向上させる」という５種類に大別することが可能である。 
１．実証データを収集する：実証データの収集・蓄積は実証科学としての防
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災学の出発点である。自然現象としての災害と社会現象としての災害の

両側面に関する精度の高いデータを出来るだけ豊富に収集蓄積すること

が求められている。このための手段として、観測、調査、実験、アーカ

イブ研究といった手法が存在する。 

２．データベース化する：防災分野における研究開発の進展のためには、個

別の研究を通して収集したデータ及びその研究成果を、統一した規格を

有するデータベースの形で蓄積し、できる限り多くの人が利用可能な形

で公開していく必要がある。 
３．災害のメカニズムを明らかにする：なぜ災害が発生するのかを定性的に

あるいは定量的に理解するためには、災害現象に関する理論構築・モデ

ル化が必要である。ここで対象となるのは、物理現象としての災害と社

会現象としての災害である。理論・モデル構築の手段としては、調査、

観測、理論・モデル構築、数値シミュレーション等が用いられている。 

４．災害を予測する：災害による被害の防止と軽減を図るためには、災害の

発生時期、発生場所、発生規模等を明らかにすることが不可欠である。

そのため、物理現象としての災害と社会現象としての災害の両面に関す

る予測が必要となる。特に、物理現象としての災害の予測では、危険度

の評価と社会基盤となる構造物の破壊脆弱性評価が重要であり、社会現

象としての災害では発災から復旧・復興に至る災害過程の究明が重要で

ある。研究の手法としては、調査、観測、危険度評価、被害想定、ハザ

ードマップ作成等が存在する。 
５．防災力を向上させる：予測される被害の発生を未然に防ぐ、あるいは、

万が一防げない場合でもその悪影響を極小化するための方法・対策を提

案する研究も必要である。その手段としては、対策、管理、抑止、緊急

対応、修復、事後対応、ロジスティクス、防災教育、災害対応シミュレ

ーション等さまざまなものが存在する。 
防災分野の研究、特に理学･工学的な研究では対象とする自然現象としての災

害については、これまで災害の原因となる外力（ハザード）の種類に応じて整

理分類することが有効であった。本報告書でも分野別重要研究開発課題の検討

にあたって、大気現象を原因とする気象災害と、地殻変動を原因とする地変災

害という２つに大別した。また、防災分野の研究では特定の外力に分類できな

い複合災害や二次災害を扱う研究もある。特に、社会現象としての災害の場合

には特定の外力に限定せず、災害全般に対する有効な対応を研究することが大

切である。そこで、こうした特定の外力との明確な関連を持たない研究につい

ては、その目的が災害に強い社会の構築にあることから、「災害に強い社会づく

り」としてまとめることにした。したがって、本報告書では防災分野の研究開
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発課題を、外力・災害に応じて次のように３つに分類した。 

（１）気象災害：大雨・強風等の大気現象を原因とする災害（豪雨災害、豪雪

災害、強風災害、洪水氾濫災害、高潮・高波災害、土砂災害、気候変動

災害） 

（２）地変災害：地殻変動を原因とする災害（地震災害、地震時地盤災害、津

波災害、火山災害） 
（３）災害に強い社会づくり：複合要因による災害、二次的災害（都市火災、

都市災害、災害全般） 
なお、海岸侵食は外力が波浪であることから、ここでは高潮・高波災害に含

めた。 

ここに掲げられた重要研究開発課題は、平成５年１２月に改訂された「防災

に関する研究開発基本計画」に沿った研究成果・進捗状況についての現状を把

握する目的で行われた「防災分野の研究開発状況調査の中間とりまとめ」（平成

１４年９月）の結果の分析と、それに対する評価に基づいて選別されたもので

ある。 
 

 
１．実証データを収集する 
 

気象災害研究では、マルチパラメータレーダ等のリモートセンシング技術の

開発が進んでおり、さらに、豪雨・豪雪・強風・土砂災害への応用を図るため

のアルゴリズム開発が重要である。先端的技術の開発に力が注がれている一方

で、降積雪の計測技術は開発が進んでおらず、山地の降雪量の実態も充分に把

握できていない。土砂災害による被害はあまり減少しておらず、大規模地すべ

り予測の基礎資料として、引き続き、調査・観測や大型降雨実験装置等による

実験が必要である。 
地変災害研究では、実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）を活

用した実験と国際的な技術交流によって取得した基礎データを用いた地震動・

地震被害推定、危険度評価及び地震による人的被害発生メカニズムの解明が重

要である。また、過去の災害を今後の教訓に反映させるため、地震・火山災害

事例研究が重要である。 

災害に強い社会づくりの研究では、災害による危険度評価を行う上で基礎と

なるデータの収集が重要である。 
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（１）気象災害 

①豪雨・豪雪災害 

●観測による研究 

・ 人工衛星、航空機、気象レーダ、地域気象観測システム等を利用した豪

雨、豪雪等の観測手法、データ収集システムを開発・高度化する。 

 

②土砂災害 

●観測による研究 

・ 斜面崩壊・土石流発生の検知機器を開発・高度化し、実測、リモートセ

ンシングデータ及び数値地形データを用いて、急傾斜地や火山地域にお

ける降雨又は融雪に伴う地すべり、がけ崩れ、山崩れ及び土石流の動的

挙動の観測研究を行う。 

●調査による研究 

・ 構造的に発生する地すべりの災害調査を実施する。 

●実験による研究 

・ 降雨、融雪及び流水による危険斜面の動的挙動の実験手法を高度化す

る。 

●アーカイブに関する研究 

・ 山地災害の歴史に関する統一的資料を作成する。 

 

（２）地変災害 
①地震災害 

●観測による研究 

・ 地震時の地盤の震動特性を解明するため、人工震源、ボーリング、重力

観測等により地震基盤、表層地盤の構造及び物性を調査観測する。 
・ 自然地震、人工震源観測等により、震源断層についての情報を高度化す

る。 
・ 地盤及び構造物における高密度な強震観測網を拡充・整備し、地震動を

観測する。 

●調査による研究 

・ 大都市平野部の地下構造調査及び埋没谷の地質学的調査を実施する。 
・ 災害時に避難場所となる学校施設等の被災の影響及び災害時の対応を

調査する。 
・ 詳細で高精度な強震動評価のため、アスペリティ分布等の微視的震源パ

ラメータを推定するための調査・観測を実施する。 
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●実験による研究 

・ 各種構造物及び施設の振動特性及び破壊過程を解明するため、Ｅ－ディ

フェンス等の大型震動実験施設を整備し、大型模型や実大構造物を用い

た震動実験を行う。また、そのための実験技術を開発する。 

●アーカイブに関する研究 

・ 地域防災計画における地域・自治体の対応や、避難期、救援期、復興期

における人間、組織、行政の行動を調査し、都市地震災害の軽減手法等

に関する国際比較研究を行う。 
 

②地震時地盤災害 

●調査による研究 

・ 地表地震断層のずれによる災害に関して既存事例を調査する。 

 
③津波災害 

●観測による研究 

・ 津波観測のための機器を開発・高度化する。 

 
④火山災害 

●観測による研究 

・ 火砕流、溶岩流、火山泥流、空中に放出された火山噴火物等の観測手法

や観測機器を開発・高度化し、火山災害現象の早期検知技術を開発する。 

●アーカイブに関する研究 

・ 火山噴火災害における広域災害発生時の組織間調整の事例を検証する。 
 

（３）災害に強い社会づくり 
①都市火災 

●観測による研究 

・ 大地震発生時や強風または異常乾燥条件下での出火・延焼拡大機構に関

するデータを収集する。 

 
②都市災害 

●実験による研究 

・ 都市域における氾濫流に関する模型実験を行う。 
●アーカイブに関する研究 

・ 都市災害の事例解析を実施する。 
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③災害全般 

●調査による研究 

・ 災害に強いまちづくり推進のため、土地利用現況、土地条件、土地保全、

救急医療体制、災害情報システム等の実態を調査する。また、事例研究

として、阪神・淡路大震災に関して、復興過程の解明に向けたパネル調

査、エスノグラフィー構築、弱者支援の実態、復興施策が住民に与えた

影響調査等を行う。 
●実験による研究 

・ 木造建物の変形性能に着目した既存木造住宅の静的載荷実験や、腐食に

よる材質劣化に関する実験を実施する。 
●アーカイブに関する研究 

・ 位置、用途、耐震強度等の建築物に関する情報、病院や独居老人等の災

害弱者に関する情報、避難路・避難場所に関する情報等の地域情報収集

や、都市地震防災対策の実証的研究により、総合研究としての防災学の

構築を目指す。 

 
 

２．データベース化する 
 
災害のリスクマネジメント、震災後の復旧・復興に関する施策の立案等にお

いても、研究の基礎となるデータベースの構築が重要である。また、データベ

ースは、ＧＩＳなども活用し、汎用性が高く、発展途上国を含む国際的流通可

能なものであることが重要である。 

 
（１）気象災害 
①豪雪災害 

・ 社会的変化に伴う雪氷災害の変化傾向を解明するために、雪害による人

身事故等の長期間にわたるデータベースを構築する。 

 
②土砂災害 

・ 地すべり地形分布図、数値地形データ、地質、植生等を含む土砂災害に

係る空間情報データベースを作成する。 
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③高潮・高波災害 

・ 汀線測量、深浅測量結果や空中写真等、海岸侵食とその対策事例に関す

るデータベースを作成する。 

 
（２）地変災害 
①地震災害 

・ 強震動予測に必要な、大都市を中心にした堆積平野の速度構造データ、

強震観測網データ、観測記録解析から得られたアスペリティ分布等の震

源パラメータと計算結果、大型共同利用施設等の実験・観測データ、耐

震設計基準、各地域地盤データ、被災事例データ及びコンピュータコー

ドについて、国際的な協力によって実務・教育にも利用出来るデータベ

ースを構築・公開する。 

 
②地震時地盤災害 

・ 大都市圏を中心にした日本全国のボーリングデータ、地表地震断層のず

れによる災害に関するデータベースを作成する。 

 
③津波災害 

・ 防災の研究者・実務者が共通に使える津波観測のデータベースを構築す

る。 
 

（３）災害に強い社会づくり 
①都市災害 

・ 災害時のプラント機器等の被害最小化や機能保持能力向上のために、材

料リスク情報のデータベースを開発する。 
 

②災害全般 

・ 災害に関連する各種データベースの現状を調査するとともに、建築物の

位置・用途・耐震強度等に関する情報、病院や独居老人等の災害弱者に

関する情報、避難路・避難場所等に関する情報等の地域データベースを

作成する。 
・ 情報が随時更新される防災ＧＩＳ構築のための記述方式を整備し、基

盤・応用ソフトウェアを開発する。 
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３．災害のメカニズムを明らかにする 

 
気象災害研究では、近年の気象災害の多発に対応して、通常の気象観測網よ

り小さいスケールでおこる集中豪雨の予測と、リモートセンシングによる広域

の被災地推定が重要である。また、大規模地すべり予測の基礎として、高速土

砂流動現象等の発生機構の解明が必要である。地球温暖化等による災害リスク

評価のため、検潮所とＧＰＳ観測網を駆使した海面上昇の実態把握、数値シミ

ュレーションと気候モデルの改善、局地的な異常気象に及ぼす影響の解明に取

り組む必要がある。 
地変災害研究では、来るべき東海・東南海・南海地震等に備えて、地震被害

調査、振動台実験や数値シミュレーションによる地震時の構造物の破壊過程解

明や、津波災害メカニズムの解明が重要である。 
災害に強い社会づくりの研究では、地震火災のメカニズム解明、防災教育や

被災経験の伝承による防災意識向上及び地域防災計画の見直しに資する社会現

象の解明が重要である。 
 

（１）気象災害 
①豪雨・豪雪災害 

●物理現象に関する研究 

・ 人工衛星、航空機、気象レーダ、地域気象観測システム等による観測結

果や数値シミュレーションに基づいて、集中豪雨や、雪崩を含む豪雪災

害の発生機構を解明する。 

 
②強風災害 

●物理現象に関する研究 

・ 台風等の大気現象の観測手法を高度化し、局所風、台風、竜巻等の内部

構造、発生・発達機構及びそれらに係わる外的変動要因を解明する。 

 
③洪水氾濫災害 

●物理現象に関する研究 

・ 洪水氾濫について、高分解能の合成開口レーダ（ＳＡＲ）を用いた浸水

域推定の手法を高度化する。 

●社会現象に関する研究 

・ 水害時の避難所設置、避難情報の時期と伝達手段、住民の危機意識が避

難の成否に与える影響、被災者の個別事情が避難行動に及ぼす影響を解
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明する。 

 
④土砂災害 

●物理現象に関する研究 

・ 土砂の流動・堆積等、急傾斜地や火山地域における構造的に発生する地

すべりの発生機構を数値シミュレーション等により解明する。 

 
⑤気候変動災害 

●物理現象に関する研究 

・ 気候システムの諸過程に関する解析、観測及び実験的研究に基づいて、

気候の変動特性、温暖化に伴う海面上昇のプロセスを解明する。 

●数値シミュレーションに関する研究 

・ 気候システムの諸過程に関する解析・観測及び実験的研究に基づいて、

気候変動の数値シミュレーションモデルを高度化する。 

●理論・モデルに関する研究 

・ 気候変動による災害の変質や新しい災害の発生を予測するモデルを開

発するため、地球規模の気候変動及び局地的な気象災害をもたらす異常

気象に関する解析的研究及び数値シミュレーション研究を行う。 

 

（２）地変災害 
①地震災害 

●調査による研究 

・ 建物倒壊に伴う死傷者発生のメカニズムや、設備機器の被害と地震動の

関係を解明する。 
●物理現象に関する研究 

・ 地盤の非線形特性、液状化、埋没谷及び地質構造を考慮した地盤震動特

性並びに高密度な強震観測網により把握される地震波動の伝播特性に

基づき、経年劣化を考慮した土木・建築構造物、産業施設等の破壊過程

を解明する。 
●理論・モデルに関する研究 

・ 詳細で高精度な強震動評価のため、低周波域から高周波域までの広帯域

にわたり、震源のごく近傍までの強震動評価に適用可能な震源のモデル

化を行い、アスペリティ分布等に関する調査・観測結果や強震動記録の

解析によるスケーリング則に基づいた強震動評価手法を開発する。 

●数値シミュレーションに関する研究 
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・ 三次元地下構造を考慮した地震波伝播・強震動計算手法を開発する。 

●社会現象に関する研究 

・ 震災直後の混乱期から復旧・復興に至る災害過程において発生する社

会・経済的影響、土地利用計画上の問題等、時間軸に沿った災害現象の

変遷とその発生メカニズムを解明する。 

 

②地震時地盤災害 

●物理現象に関する研究 

・ 地震時における地表地震断層のずれによる災害、粘性土・軟弱地盤の挙

動と砂質土の液状化機構並びに地すべり、がけ崩れ及び山崩れの発生機

構を解明する。 

 
③津波災害 

●物理現象に関する研究 

・ 潮位観測、波高観測、海底における観測に基づく津波特性の解明及び津

波が繰り返し来襲する海洋構造物の応答特性を解明する。 
●数値シミュレーションに関する研究 

・ 津波が大陸棚を伝播して分散した状態を考慮した津波シミュレーショ

ンを行う。 

 
（３）災害に強い社会づくり 
①都市火災 

●物理現象に関する研究 

・ 大地震時や強風・異常乾燥条件下での出火・延焼拡大機構、火災気流の

性状を解明する。 

 
②都市災害 

●理論・モデルに関する研究 

・ 都市域の多様な地下空間、地形、建物等を考慮した水害の氾濫解析手法

及び数値モデルを開発する。 

●社会現象に関する研究 

・ 阪神・淡路大震災を直接経験していない都市居住者に対する、間接的経

験の影響を解明する。 
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③災害全般 

●理論・モデルに関する研究 

・ 現地調査・航空機ＳＡＲデータ・人工衛星画像等に基づき、市街地のミ

クロモデル及びマクロモデルを構築し、都市空間のリスクマネジメント

に関する性能評価モデルを支援するＧＩＳ活用型情報支援システムを

構築する。 
●社会現象に関する研究 

・ 発災期、混乱期の多様なリスク条件下における人間行動を解明する。 
・ 災害情報の集積を困難とする制御要因の時系列的解明や、防災計画に基

づく災害対応行動シミュレーションによって、事前に防災対応の問題点

を解明する。 
・ 復興過程、生活再建過程における、避難ストレス、経済・生活問題、地

域変化等、被災者等が直面する問題を解明し、復興戦略のあり方を検討

する。 
 

 
４．災害を予測する 

 

気象災害研究では、台風上陸前の被害推定、都市域における中小河川の氾濫

や地下空間における溺死危険度評価、地すべり予測技術・危険度評価、地球温

暖化による海面上昇に伴う沿岸災害危険度評価等の高度化や、住民の防災意識

向上のための雪崩・土砂災害等のハザードマップ作成が重要である。また、マ

ルチパラメータレーダ等の最先端レーダを活用した直接防災に役立つ短期予測

も重要である。 

地変災害研究においても、住民の防災意識向上のため、強震動予測や地盤災

害等のハザードマップ作成は重要である。今後は強震動予測を被害予測につな

げていく研究が必要である。 

災害に強い社会づくりの研究では、社会的混乱も含めた危険度評価、住民の

防災意識向上のための、複合災害に備えたハザードマップ作成等、包括的かつ

エンドユーザー指向の研究を進めることが必要である。 

 
（１）気象災害 
①豪雨・豪雪災害 

●物理現象に関する研究 

・ 各種観測手法の開発・高度化に基づいて、豪雨をもたらす気象擾乱、降
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水・降雪量の長期的・短期的予測精度を向上する。 

・ 地吹雪の予測精度を向上する。 

●物理現象の危険度評価に関する研究 

・ 雪崩の動的運動形態を解明し、内部構造を考慮した雪崩モデルを開発す

ることにより、雪崩危険度の評価手法を高度化する。 

 

②強風災害 

●物理現象に関する研究 

・ 局所風、台風、竜巻等の発生、規模、変動及び進路に関する予測精度を

向上させ、これらに伴う被害を予測する技術を開発・高度化する。 

●ハザードマップに関する研究 

・ 風向別の突風率に着目した強風災害危険度マップを作成する。 

 
③洪水氾濫災害 

●物理現象の危険度評価に関する研究 

・ 地下河川等を含む都市河川流域の氾濫水の挙動を考慮した氾濫危険度

評価技術を高度化し、動画、静止画による浸水被災域の予測システムを

開発する。 

 

④高潮・高波災害 

●物理現象に関する研究 

・ 高潮の予測技術を高度化する。 

・ 海岸侵食予測技術を高度化する。 

●物理現象の危険度評価に関する研究 

・ 沿岸地域の高潮危険度評価技術を高度化する。 

●ハザードマップに関する研究 

・ 高潮、高波災害のハザードマップを作成する。 

 
⑤土砂災害 

●物理現象に関する研究 

・ 構造的に発生する地すべりによる災害の予測技術を高度化する。 

●物理現象の危険度評価に関する研究 

・ 急傾斜地や火山地域における降雨・融雪に伴う地すべり、がけ崩れ、山

崩れ及び土石流の危険度評価技術を高度化する。 

●ハザードマップに関する研究 
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・ ＧＩＳを用いた土砂災害のハザードマップを開発する。 

 
⑥気候変動災害 

●物理現象に関する研究 

・ 各種観測調査により、気候変動及び温暖化に伴う海面上昇のプロセスの

予測に関する研究を行い、災害の変質及び新しい災害の予測モデルを開

発する。 

 

（２）地変災害 
①地震災害 

●ハザードマップに関する研究 

・ 高度化された震源断層モデルと地盤の震動特性を基にした精度の高い

地震動分布と構造物の振動特性を基に、大地震時の都市構造物群の被害

想定等を行い、地震被害予測地図を作成する。 

・ 地震動予測地図作製手法を高度化し、地盤情報や地域情報、地震時の液

状化、斜面災害予測等を組み込んだ地震被害に重点を置いた複合災害の

ハザードマップを作成する。 

●被害想定に関する研究 

・ 詳細な地盤情報や地域情報を組み込んだミクロスケールの被害想定手

法を開発するとともに、リモートセンシングデータ、数値地形データ等

を用いて、地震動分布の推定手法を高度化する。 
●社会現象の危険度評価に関する研究 

・ 住民が利用可能な地震被害予測システムを開発する。 

 
②地震時地盤災害 

●物理現象の危険度評価に関する研究 

・ 活断層、地表地震断層のずれ、軟弱地盤、地盤沈下に伴う基礎の地震時

耐力低下等の個別要素を考慮した斜面・造成宅地等の広域地盤複合災害

の危険度評価技術を開発・高度化する。 
●ハザードマップに関する研究 

・ ボーリングデータベースに地質、地震時液状化、災害分布等の情報を付

加したハザードマップを作成する。 
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③津波災害 

●物理現象の危険度評価に関する研究 

・ 津波の大きさ、波形等の予測技術及び津波に伴い発生する火災も考慮し

た沿岸地域の危険度評価技術を高度化する。 

●ハザードマップに関する研究 

・ 津波による浸水域ハザードマップを作成する。 

 
④火山災害 

●ハザードマップに関する研究 

・ 火山災害のシミュレーション等を活用した危険地域の評価技術を高度

化するとともに、火山噴火後も刻々と変化する状況にも対応できるリア

ルタイム型のハザードマップの作成手法を開発する。 

 
（３）災害に強い社会づくり 

①都市災害 

●社会現象に関する研究 

・ 大地震等によって大都市に発生した被害が国内外の社会・経済に与える

影響を予測・解析する手法を開発・高度化する。 
●被害想定に関する研究 

・ 都市の地震災害を総合評価する手法を提案する。 

●社会現象の危険度評価に関する研究 

・ 人間の行動を考慮した人的被害発生危険度、都市及び社会基盤の安全

性、災害に対する備え及び複合災害下における都市の脆弱性の評価技術

に関する方法論を開発し、都市診断学の構築を目指す。 
 

②災害全般 

●物理現象の危険度評価に関する研究 

・ 個人特性や災害状況、避難誘導等の影響を考慮した避難行動シミュレー

ションにより、災害危険度の地域別評価手法を開発する。 
・ 木造建物の耐震性評価、腐食と強度劣化の関係を用いた劣化診断基準を

作成する。 

●ハザードマップに関する研究 

・ 地震、豪雪、自然環境や社会環境の変化、微地形、表層地盤特性等を考

慮し、市民の自主的な防災対策に利用できるハザードマップを作成す

る。 
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５．防災力を向上させる 

 

気象災害研究では、強風、豪雪、洪水氾濫等への耐力向上によって、災害に

強い社会システムを構築することが重要である。 
地変災害研究では、耐震点検・耐震診断の普及が阪神・淡路大震災以降の重

要課題である。地震動により被災した構造物・施設の応急の強度・性能回復技

術や材料の開発、地震による大きな揺れが到達する前に情報を伝達し、防災対

策に活かす技術の開発が重要である。 

災害に強い社会づくりの研究では、住民参加型の防災計画策定手法、復旧・

復興過程の社会的側面からの研究が、阪神・淡路大震災以降顕在化している。

緊急時の対応システムの確立に向けた技術・装置の開発、自治体で扱える防災

実務者のトレーニングにむけた災害シミュレータの開発・高度化を、社会のニ

ーズを掘り起こしつつ進めることが重要である。さらに、これらに基づき総合

防災システムを構築するため、国レベルから市民・自治体レベルまでの防災リ

スクマネジメント手法高度化の研究を進めることが必要である。 
 
（１）気象災害 

①豪雪災害等 

●被害抑止に関する研究 

・ 積雪期の地震に対する避難システム、市街地の融・除雪のための雪処理

総合システム及び地吹雪による視程障害・凍結対策技術を開発・高度化

する。 

・ 豪雪地域における日常生活及び豪雪災害時におけるリスクマネジメン

ト手法を開発する。 

●緊急対応に関する研究 

・ 寒候積雪期における保健・看護システムを開発する。 

 
②強風災害 

●被害抑止に関する研究 

・ 強風が構造物に与える影響を解明し、構造物の耐風設計技術を高度化す

る。 
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③洪水氾濫、高潮・高波災害 

●防災管理に関する研究 

・ 河道内の土砂堆積の制御技術、海岸侵食防止技術等を開発・高度化し、

地域環境と調和した河川及び海岸の防災計画を提示する。 

●ロジスティクスに関する研究 

・ 水害対策システムをインターネット等により防災システムに連携させ

るリスクマネジメント支援システムを構築する。 

●災害対応シミュレーションに関する研究 

・ 被災者の個別事情を反映した詳細な水害時避難行動シミュレーション

モデルを開発する。 

 
④土砂災害 

●災害対策に関する研究 

・ ＧＩＳを用いた道路斜面リスクマネジメントシステムを開発する。 
●緊急対応に関する研究 

・ さまざまな気象パターンに対応した土砂災害の警戒避難システムを開

発する。 
●事後対応に関する研究 

・ 斜面崩壊・土石流の発生情報伝達技術を開発・高度化する。 
 

（２）地変災害 
①地震災害 

●災害対策に関する研究 

・ 輸送機関、医療機関、ライフライン施設、コンピュータ、危険物・有害

物の取扱い施設等の被害を地震の早期警報に基づいて軽減する技術を

開発・高度化する。 

・ 避難期、救援期、復興期における人間・行政行動の事例や、木造建物の

耐震性向上のための技術的・行政的問題点を踏まえ、防災を考慮したま

ちづくりの手法を提案し、早期修繕・応急対応と耐震設計の両者を考慮

した事前災害対策を確立する。 
●被害抑止に関する研究 

・ 土木・建築構造物及び産業施設の振動特性及び破壊メカニズムを解明

し、高性能構造システム、高品質材料を開発する。 
・ 振動抑制技術、免震技術、耐震設計技術及び耐震点検技術を高度化する

とともに、発展途上国や地域の伝統的工法の検討を組み込んだ耐震技術
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を開発する。 

・ 既存構造物・施設の経年劣化状況の点検技術を高度化する。 
・ 文化財の地震対策手法を開発する。 
●緊急対応に関する研究 

・ リモートセンシングによる被災状況把握、海底地震計等による即時的地

震規模判定等、構造物・施設の早期被害推定技術を高度化し、これを用

いた震災時意志決定支援システムを開発する。 

●被害修復に関する研究 

・ 被災した構造物・施設の応急の強度・性能回復技術や被災構造物の非破

壊検査等による安全性評価技術を高度化する。 

●事後対応に関する研究 

・ 避難期、救援期、復興期における人間・行政行動を検討する。災害対応

調査に基づいて、学校等重要施設の防災対応改善手法を開発する。 

●ロジスティクスに関する研究 

・ 行政と住民を双方向で結び、都市情報、地震発生源、地盤状況を含む多

次元ＧＩＳや、それを利用した震災緊急対応型リスクマネジメント支援

システムを開発する。 
●災害対応シミュレーション 

・ 震災緊急対応型リスクマネジメント支援システムの基本要素として、阪

神・淡路大震災等への対応過程を意志決定過程としてみた災害対応シミ

ュレーションシステムを開発する。 

 
②地震時地盤災害 

●被害抑止に関する研究 

・ 軟弱地盤等の地盤改良技術や地表地震断層のずれに対する各種構造物

及びライフラインの耐震・免震設計技術を高度化する。 

 
③津波災害 

●被害抑止に関する研究 

・ 海岸保全施設の耐波設計技術及び津波防護・避難施設の構造設計技術を

開発・高度化する。 
●緊急対応に関する研究 

・ 早期津波予測システム及び警報伝達手法を高度化する。 
●事後対応に関する研究 

・ 南海・東南海地震に伴う津波被害への対策を開発し、そのマニュアル化
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を進める。 

 
（３）災害に強い社会づくり 

①都市火災 

●災害対応シミュレーションに関する研究 

・ 火災気流の危険評価手法を改良するとともに、都市における延焼遮断帯

の配置手法、不燃・難燃建築設計技術、火災拡大防止技術を高度化し、

避難性状の予測評価のための避難モデルを開発する。 

 
②都市災害 

●災害対策に関する研究 

・ 工業集積地区、臨海地区、高層ビル、大規模地下空間、大規模複合空間

等における災害の拡大シナリオ分析と対策手法の開発・高度化等を進め

ることにより、避難経路、交通システムを含む都市計画、地域計画等の

作成手法を高度化する。 
・ 都市の電力流通設備の災害リスクと対策コストの軽減を両立させる設

備計画の方法論をリスクマネジメント手法として開発する。 

●緊急対応に関する研究 

・ 都市域の多様な地下空間、地形、建物等を考慮した水害時の避難誘導の

あり方を検討する。 

 
③災害全般 

●災害対策に関する研究 

・ 災害シミュレーション、災害管理システム、ＧＩＳを活用した防災まち

づくり支援システム構築、行政との連携による地域コミュニティ支援、

自治防災の組織等の事前対策に関する研究を行う。 

・ 水害に関する司法判断を踏まえた河川管理政策の調査等により、防災対

策の合理的なレベル設定手法を開発する。 

・ リスクをより反映した保険制度、防災対策の費用対効果を検証するとと

もに、防災対策の有効性を評価する手法を開発する。 

・ リスクマネジメントの枠組みを構築する。その際、基本概念の確立、リ

スクの同定・解析・評価、対策の実行と検証、対話と協議を総合的に組

み込む体系を構築するとともに、現実の災害課題への適用方策を明確化

することにより、災害対策を真に有効なものとするプロセスとして構築

する。 
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●被害抑止に関する研究 

・ 社会・経済活動維持に必要なデータを地震時に確保・提供する技術、中

枢管理機能等の保全・代替に関する技術、家屋の倒壊に対して人命を救

う技術を高度化する。 

・ 災害に強いまちづくり促進区域を設定し、防災性向上ガイドラインの作

成を進める。 
●緊急対応に関する研究 

・ 災害情報を収集・提示するためのインテリジェントセンサ・ロボット技

術、ヒューマンインタフェース技術、通信方法や性能評価の標準化技術、

被災構造物・施設の被災度評価手法等の被災時緊急対応技術を開発す

る。 
・ 倒壊家屋内の被災者の発見救助を支援し、緊急医療を効果的に実施する

ための資機材、広角視野救助用探索装置、音源方向に向くマイク及びカ

メラ、CO2センサ、油圧式瓦礫除去装置、軽量高強度高機能レスキュー

工具等、被災時緊急対応装置・機材を開発する。 
・ 航空機、人工衛星等による夜間可視画像を用いた地震被害早期推定シス

テム、携帯型情報端末、携帯電話のＧＰＳ機能を利用した被害情報早期

収集システム、災害混乱時の避難誘導システム等の被災時緊急対応シス

テムを開発する。 

●事後対応に関する研究 

・ ライフラインの被害検知・評価手法、自治体職員の災害時対応能力の向

上、社会・経済的被害の被害額換算手法、犠牲者の身元特定及び埋葬方

法、瓦礫処理の最適化、有害物質の管理等、災害発生前に復旧復興戦略、

復興計画を策定する過程で必要となる事項について研究を行う。 
・ 震災後の仮設住宅における居住者の住み替えや震災住宅の補修、建て替

え等における技術的・行政的課題を解明し、対策を検討する。 
●ロジスティクスに関する研究 

・ 災害状況把握、リスクマネジメント、住民の避難救護、応急復旧等への

ＧＩＳ活用技術を開発・高度化する。 
・ 災害発生後に最低限復旧すべきライフライン、道路、橋梁の選定技術を

開発・高度化する。 

・ 効率的な資機材、人員等の配備・供給システムを開発・高度化する。 
・ 固定系・移動系端末を統合した消防機関等の防災情報システム及び緊急

時における効果的な情報伝達の技術を開発・高度化する。 

・ 人命救助・救護システムを高度化するため、防災拠点において情報の集
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約・共有、後方支援的な施策を代行する総合的災害時意志決定支援シス

テムを開発する。 
・ 災害対応マニュアルを含む災害情報システムを開発・高度化するととも

に、平常時の行政情報システムに組込む手法を開発する。 

●防災教育に関する研究 

・ 外国人を含む災害弱者対応、地震防災対策及び防災情報高度化のための

ガイドラインを作成する。 

・ 学校における防災教育及び防災文化・防災ボランティアの育成を加速化

する手法を検討する。 
・ 想定される災害の被害予測に基づく医療救護及び組織様式改善を意識

した防災訓練方法を開発する。 
・ 効果的な防災教育・訓練・広報・防災意識高揚のための被害想定作成・

公表手法を開発する。 

●災害対応シミュレーションに関する研究 

・ 災害状況、避難経路、避難誘導、災害弱者保護を考慮した個人の避難行

動シミュレーションモデルを開発する。 

・ 防災計画に基づく災害対応機関の災害対応行動シミュレーションモデ

ルを開発する。 
・ 避難時における視覚情報の評価等、共通のインターフェイスを持つ災害

対応シミュレータ開発等に必要な要素の基礎研究を行う。 
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第３章 研究開発を推進するにあたっての重要事項 

 

これまでに示した各分野の研究開発を進めるにあたっては、以下の諸点を踏

まえてより効果的な実施に努めることが必要である。 

 

１．基礎研究の振興 

第１章１．のとおり、防災分野においても基礎研究は重要である。この

ため、各機関において適正な方法で基礎研究のための経費を確保し配分す

る等、研究体制の整備が必要である。また、基礎研究については、基盤的

研究費や競争的資金等を通じ、長期的視野に立った国の支援が不可欠であ

る。 

基礎研究についても研究評価を厳正に行うべきものであるが、その研究

の価値、意義を適正に評価できるよう、評価の方法を工夫することが必要

である。 

 

２．総合科学技術としての展開 

防災科学技術は、既存の学問分野の枠を越えていたり、融合的領域であ

ったりすることから、既存の学部、学科、研究科を越えた、理学と工学、

工学と人文科学・社会科学等の横断的な取り組みを推進する。また、大学、

独立行政法人、自治体等機関の枠を越えた連携協力を推進する。 

その際、国立試験研究機関の独立行政法人化等により、諸々の制度的制

約が緩和の方向にあることから、この状況を積極的に活用して、共同研究、

施設共用、人材交流等を積極的に実施していくことが必要である。 

さらに、競争的資金を含む研究経費の配分においても、既存の個別分野

ごとの配分ではなく、その枠を越えて総合的な防災分野として明確に設定

して課題を拾い上げていくことが必要である。また、その際には、中長期

的な視点に立って技術革新の芽となる課題や分野横断的な研究を積極的に

抽出していく必要がある。 

 

３．地域の特性に応じた研究開発の推進 

災害を引き起こす原因となる気象、地変はいずれも地域特殊性を有する

ものであり、また、災害を被る地域も地形、土地利用形態、人口、都市の

規模、災害の経験の有無、災害に対する体制の有無等様々に異なっている

ことから、実際に地域の防災に役立つ研究開発を行うためには、地域の特

性を踏まえて行うことが必要である。このため、大学、国の機関、独立行

政法人等の研究機関は、自治体の防災実務者と密接に連携して研究開発を
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進めて行くことが必要である。また、地域の防災力向上の研究にあたって、

繰り返し起こる地域特有の災害体験の伝承等をはじめ、その地域に存在す

る伝統的な防災の知恵も十分活用することが必要である。 

 

４．国際協力の推進 

防災分野の国際協力にあたっては、災害の防止・軽減が政府の力だけで

達成できるものではなく、ＮＰＯ等の民間の協力が極めて重要であること

に注意しなければならない。しかし、少なくとも国が関与する協力を行う

に際しては、特に発展途上国において我が国の姿が見えるよう、ＩＳＤＲ、

ＵＮＥＳＣＯ、ＵＮＣＲＤ等の国際機関とともに日本の援助専門機関との

連携を強化して総合的・組織的な展開を図っていくことが重要である。 

これらの国際協力の取り組みについては、相手国や地域により社会状況

や科学技術の状況が様々に異なるだけでなく、活用できる防災資源の質・

量には先進国と際だった差があり、防災担当者の育成・確保が往々にして

困難であることから、関連する人文科学・社会科学による地域研究の成果

を基にそれぞれの国情に合わせた取り組みを進めていくことが必要である。

国際協力の場合にも、相手となる国や地域が持つ社会の防災力の向上に貢

献する必要があり、研究協力の終了とともにその成果が無に帰することの

ないよう、相手となる国や地域の自立と協力効果の持続に留意する必要が

ある。 

また、国際協力を実際に推進するため、従来にも増して国際シンポジウ

ム・ワークショップ等の開催、出席を通して積極的に情報発信を推進する

ことが重要である。その際、防災力の向上のために払われた努力の効果に

ついて科学的な視点から評価を加える必要がある。 

さらに、我が国の防災対策が深化し、国際的な役割が増大するとともに、

包括的な防災の枠組みに関する研究課題が提起されており、個別対策を総

合防災リスクマネジメントの枠組みの中に組み込んで、国内外における防

災対策に戦略的に対応できる政策課題を対象とした研究拠点の設置が必要

である。 

 

５．関係機関の連携と成果の移転 

（１）大学、大学附置研究所、独立行政法人等の研究機関間の連携や自治体

等も含めた研究と実務の連携を積極的に進めていくことが、研究開発を

効果的・効率的に進めていくためには不可欠である。研究機関・研究者

間の連携の強化を図り、分野横断的・総合的なプロジェクトの企画・調

整も行いつつ、自治体の防災実務者等利用者のニーズの把握と成果の普
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及を図る具体的な仕組みを作っていくことが有用である。このため理

学・工学・人文科学・社会科学を含むすべての分野の研究者、行政関係

者等に対して開かれた防災関係者間の緩やかな連携を促進する。 

 

（２）防災科学技術は、人命・財産の安全・安心を守るためのものであり、

研究開発成果はできるだけ広く公開してだれでも利用できるようにす

るため、特許権の取得等には消極的な考え方もあり得る。しかし、一般

的に発明者には適正な権利を与えるべきである。さらに、企業化するこ

とが当該成果の移転を促進するものであると考えられるため、防災分野

においても研究成果の特許化に積極的に取り組むことが必要である。ま

た、防災に関するシステム等の普及のためには、導入に際して必要とな

る人的資源及び資金に鑑み、自治体等の平常業務の中でも利用できるも

のが有用である。 

 

６．人材の育成・確保 

研究開発は基本的には人が実施するものであり、それを担う適切な人材

を育成・確保することが不可欠である。防災分野の研究開発においては、

総合的な取り組みの重要性が認識されてきているにもかかわらず、特に人

文科学・社会科学系の人材が不足している。このため、人文科学・社会科

学系の人材の育成に積極的に取り組む必要があり、その一環として研究課

題の採択や予算の配分にあたって、これらの研究を行う機関、学科、研究

科等への配分に留意することが必要である。 

他方、防災分野全体の人材の育成を防災実務の側から支えるとともに、

防災科学技術の成果を円滑に活用して実際の防災対策に役立てるため、自

治体等において防災の専門家を積極的に採用することが望ましい。 

 

７．研究開発基盤の整備 

（１）防災分野の研究開発の進展のためには、実際の災害を再現して様々な

実験を行うための施設・設備が必要であり、これらの整備を着実に進め

るとともに、適切に維持しなければならない。これら施設・設備はでき

る限り内外に開かれた共同利用施設として運営する。 

また、防災分野においては、災害を起こす自然現象に関するデータ、

過去に起こった災害のデータ等研究遂行上不可欠のデータがあり、これ

らが入手しやすい状態でデータベース化されていることが重要である。

このため、必要なものから順次これらのデータベース化を進めるととも

に、その維持・更新を着実に進める。なお、自然現象に関するデータベ
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ースの構築にあたって観測網の整備を要するものについては、その維持

コストにも十分留意して行うことが必要である。 

 

（２）文部科学省と独立行政法人防災科学技術研究所によって兵庫県三木市

に建設中のＥ－ディフェンスは、実大規模の構造物の破壊実験等を行う

ため、国際的にも貴重な共用の研究施設として、平成１６年度末の完成

を目指して整備が進められている。その運用・利用のシステムについて

は、以下のような基本方針の下に、早急に整備する。 

①国内外の幅広い研究機関ないしは研究者の利用を可能とする「国際共

同利用施設」として運営する。 

②研究課題の選定、研究内容の評価を行うために、学識経験者により構

成される委員会を設ける。 

③防災科学技術研究所が保有するスーパーコンピュータとの結合及び海

外を含む関係機関とのネットワークを構築する。 

④運用及び管理は民間企業等も活用しつつ一元的に行う。 

 

８．普及・啓発活動の充実 

防災分野の研究開発成果は、一般市民がその重要なユーザーであること

が多く、独立行政法人、大学等の研究機関は、企業等に研究成果を移転す

るとともに一般向けに積極的に広報・普及することが必要である。また、

防災分野では研究活動そのものに一般市民の参加が必要となる場合も多く、

行政機関や自治体との密接な連携の下、一般市民への普及・啓発活動を活

発に行いつつ研究を推進することが必要である。 

 

９．他の計画等との連係 

災害を引き起こす自然現象の解明は、防災に関する研究の重要な部分を

占めている。このうち、地震及び火山噴火の観測研究等については、文部

科学省の科学技術・学術審議会（測地学分科会）において計画等が策定さ

れており、無用の重複を避けるため本推進方策では基本的に除いている。

地震に関する観測、測量、調査及び研究については、「地震調査研究の推進

について－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合

的かつ基本的な施策－」をはじめとする地震調査研究推進本部の方針に沿

って進めるとともに、科学技術・学術審議会の建議するそれぞれの観測研

究計画や予知計画に沿って各種観測研究を推進する必要がある。 

なお、計画や推進方策が別立てになっていることが、これらの自然現象

の解明に関する主として理学的な研究と、防災力を向上させるための工学
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的・社会科学的な様々な研究とが独立して行われてもよいことを意味する

ものではなく、密接に連携して行うことが必要である。 

また、本推進方策に示された研究開発を推進するにあたっては、防災対

策の実施の面から、災害対策基本法に基づく防災基本計画をはじめとする

関連する計画等との連係を十分配慮する必要がある。 
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（参考） 

科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会名簿 
 

 

分科会長 澤 岡   昭 大同工業大学長 
分科会長代理 土 居 範 久 慶應義塾大学理工学部教授 

相 原 康 彦 東京大学名誉教授、電子航法研究所監事 

青 野 由 利 毎日新聞社科学環境部編集委員、兼論説委

員 

池 上 徹 彦 会津大学長 

石 井 紫 郎 東京大学名誉教授 

板 井 昭 子 株式会社医薬分子設計研究所代表取締役社

長 

今 井 通 子 株式会社ル・ベルソー代表取締役社長 

小野田   武 日本大学総合科学研究所教授 

片 山 恒 雄 独立行政法人防災科学技術研究所理事長 

金 澤 一 郎 国立精神・神経センター神経研究所長 

川 合 真 紀 理化学研究所主任研究員 

川 崎 雅 弘 科学技術振興事業団顧問 

川 村 恒 明 神奈川県立外語短期大学長 

菊 田 惺 志 財団法人高輝度光科学研究センター理事 

北 澤 宏 一 科学技術振興事業団専務理事 

國 井 秀 子 株式会社リコー執行役員 

ソフトウェア研究開発本部長 

郷   通 子 名古屋大学大学院理学研究科教授 

小 平 桂 一 総合研究大学院大学長 

小宮山   宏 東京大学大学院工学系研究科教授 

笹 月 健 彦 国立国際医療センター研究所長 

笹之内 雅 幸 トヨタ自動車環境部渉外グループ担当部長 

平   啓 介 日本学術振興会監事 

武 田 英 次 株式会社日立製作所半導体グループ理事・

CTO 

西 岡 秀 三 独立行政法人国立環境研究所理事 

垣 生 園 子 東海大学医学部教授 

原   早 苗 埼玉大学経済学部非常勤講師 
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（参考） 

防災分野の研究開発に関する委員会名簿 
 
 

主 査 岡 田 恒 男 芝浦工業大学工学部教授 
青 砥 謙 一 兵庫県防災監 

井 田 喜 明 姫路工業大学大学院理学研究科教授 

石 山 祐 二 北海道大学大学院工学研究科教授 

片 山 恒 雄 独立行政法人防災科学技術研究所理事長 

亀 田 弘 行 独立行政法人防災科学技術研究所地震防災

フロンティア研究センター長 

河 田 惠 昭 京都大学防災研究所巨大災害研究センター

長 

小 林 俊 一 新潟大学積雪地域災害研究センター教授 

島 崎 邦 彦 東京大学地震研究所教授 

大 門 文 男 損害保険料率算出機構火災・地震保険部部

長 

田 所   諭 神戸大学工学部助教授 

田 村 和 子 社団法人共同通信社客員論説委員 

土 岐 憲 三 立命館大学理工学部教授 

林   春 男 京都大学防災研究所教授 

廣 井   脩 東京大学社会情報研究所長  

古 谷 尊 彦 千葉大学大学院自然科学研究科教授 

虫 明 功 臣 東京大学生産技術研究所教授 

村 上 ひとみ 山口大学大学院理工学研究科助教授 

渡 辺 正 幸 国際協力事業団国際協力専門員 

 

 

（平成１５年１月３１日まで） 
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（参考） 

科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会における審議の過程 
 

第１回（平成１３年２月２７日） 

・分科会長・分科会長代理の選任について 
・研究計画・評価分科会運営規則について 
・研究計画・評価分科会の審議内容の公開について 

・科学技術・学術審議会及び同研究計画・評価分科会の概要について 
・新科学技術基本計画の検討状況について 
・科学技術振興調整費について 

 
第２回（平成１３年５月９日） 
・科学技術基本計画の閣議決定について 

・平成１３年度科学技術振興調整費について 
・大型放射光施設（SPring-8）プロジェクトの中間評価について 
・総合科学技術会議の審議状況について 

・下部組織の設置について 
 
第３回（平成１３年８月２７日） 

・重点４分野及び防災分野の研究開発について 
・当面の研究計画・評価分科会の審議について 

 

第４回（平成１４年３月１８日） 
・文部科学省における研究及び開発に関する評価指針について 
・平成１３年度科学技術振興調整費による研究実施課題等の評価結果及び平

成１４年度科学技術振興調整費の新規課題等の募集について 
・委員会の検討状況及び今後の検討予定について 
・主要５分野の研究開発委託事業について（新世紀重点研究創成プラン

（RR2002）） 
・総合科学技術会議等をめぐる最近の動向 

 

第５回（平成１４年５月２９日） 
・文部科学省における研究及び開発に関する評価指針について 
・分野別研究開発推進方策について 

・戦略的創造研究推進事業の平成１４年度の戦略目標について 
・総合科学技術会議等をめぐる最近の動向 
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第６回（平成１４年７月２３日） 
・大型放射光施設（SPring-8）の中間評価について 
・リーディング・プロジェクトに関する事前評価について 

・科学技術・学術活動の国際化推進方策について 
・科学技術・学術審議会人材委員会 第一次提言について 
・最近の総合科学技術会議をめぐる動向について 

 
第７回（平成１４年９月２７日） 
・大型放射光施設（SPring-8）の中間評価について 

・リーディング・プロジェクトに関する事前評価について 
・研究計画・評価分科会における委員会の設置について 

 

第８回（平成１５年２月１４日） 
・分科会長の選任及び分科会長代理の指名について 

 

第９回（平成１５年３月１３日） 
・研究計画・評価分科会の議事運営について 
・リーディング・プロジェクトの事前評価について 

・防災に関する研究開発の推進方策について 
・戦略的創造研究推進事業の平成１５年度の戦略目標について 
・平成１４年度科学技術振興調整費中間・事後評価について 



４１ 

（参考） 

防災分野の研究開発に関する委員会における審議の過程 
 
第１回（平成１３年６月２８日） 

・（議題１） 委員会開催の趣旨等について 
・（議題２） 総合科学技術会議における検討状況等について 
・（議題３） 文部科学省における防災分野の研究開発について 

・（議題４） 本委員会における今後の検討の進め方について 
・（議題５） その他 

 

第２回（平成１３年７月１６日） 
・（議題１） 文部科学省における防災分野の研究開発について 
・（議題２） 調査検討にあたっての基本的考え方について 

・（議題３） 平成１４年度予算要求に向けて留意すべき事項について 
・（議題４） その他 

 

第３回（平成１３年７月３０日） 
・（議題１） 調査検討にあたっての基本的考え方について 
・（議題２） 総合科学技術会議における検討状況等について 

・（議題３） 平成１４年度予算要求に向けて留意すべき事項について 
・（議題４） その他 

 

第４回（平成１３年１０月１０日） 
・（議題１） 平成１４年度予算概算要求について 
・（議題２） 分野別推進戦略について 

・（議題３） 第３回研究計画・評価分科会について 
・（議題４） 今後の審議計画について 
・（議題５） その他 

 
第５回（平成１３年１２月２１日） 
・（議題１） 防災分野の研究開発に関するレビューの実施について 

・（議題２） 国際協力について 
・（議題３） 中央防災会議専門調査会の審議状況について 
・（議題４） その他 

 
第６回（平成１４年２月２０日） 
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・（議題１） 防災分野の研究開発状況調査について 

・（議題２） 地方公共団体の防災対策の現状と研究開発への期待について 
・（議題３） 大都市大震災軽減化特別プロジェクトについて 
・（議題４） その他 

 
第７回（平成１４年３月２０日） 
・（議題１） 防災分野の研究開発状況調査の進捗状況について 

・（議題２） 地震調査研究推進本部の概要及び活動状況について 
・（議題３） ＮＹ／ＷＴＣビルの被害に関する緊急研究の結果について 
・（議題４） 大都市大震災軽減化特別プロジェクトの実施について 

・（議題５） その他 
 
第８回（平成１４年４月２４日） 

・（議題１） 消防研究所における防災分野の研究開発状況について 
・（議題２） 防災分野の研究開発状況調査について 
・（議題３） 大都市大震災軽減化特別プロジェクトについて 

・（議題４） 総合科学技術会議関連のスケジュールについて 
・（議題５） その他 

 

第９回（平成１４年５月２７日） 
・（議題１） 大都市大震災軽減化特別プロジェクトの実施機関の募集につい

て 

・（議題２） 国際斜面災害研究計画について 
・（議題３） 平成１５年度防災分野の研究開発の推進について 
・（議題４） その他 

 
第１０回（平成１４年６月２７日） 
・（議題１） 防災関係機関（国連地域開発センター）の活動状況について 

・（議題２） 大都市大震災軽減化特別プロジェクトの応募状況と今後の進め
方について 

・（議題３） 防災分野の研究開発状況調査の取りまとめ方について 

・（議題４） その他 
 
第１１回（平成１４年７月１８日） 

・（議題１） 中央防災会議の最近の状況について 
・（議題２） 大都市大震災軽減化特別プロジェクトの実施機関の選定と実施
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体制について 

・（議題３） 防災分野の研究開発状況調査の取りまとめ方について 
・（議題４） その他 

 

第１２回（平成１４年８月２１日） 
・（議題１） 防災分野における経済活性化のための研究開発プロジェクトの

事前評価について 

・（議題２） 防災分野の研究開発状況調査の取りまとめについて 
・（議題３） 防災分野に関する研究開発の推進方策の策定スケジュールにつ

いて 

・（議題４） その他 
 
第１３回（平成１４年９月２４日） 

・（議題１） 平成１５年度予算概算要求について 
・（議題２） 防災分野の研究開発状況調査とりまとめについて 
・（議題３） 防災分野の研究開発推進方策の骨子（案）等について 

・（議題４） 防災分野における経済活性化のための研究開発プロジェクトの
事前評価について 

・（議題５） その他 

 
第１４回（平成１４年１０月２４日） 
・（議題１） 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会について（報告） 

・（議題２） 防災分野に関する研究開発の推進方策について 
・（議題３） その他 

 

第１５回（平成１４年１１月２７日） 
・（議題１） 防災分野に関する研究開発の推進方策について 
・（議題２） その他 

 
第１６回（平成１４年１２月１９日） 
・（議題１） 防災分野に関する研究開発の推進方策について 

・（議題２） その他 
 
第１７回（平成１５年１月２７日） 

・（議題１） 防災分野に関する研究開発の推進方策について 
・（議題２） その他 
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（参考） 

用 語 集 
 
● ＧＩＳ：地理情報システム（geographic information system） 

電子情報化した地図データと空間データ（地理的位置や空間に関する情報

を持った自然・社会・経済等の属性データ）をコンピュータ上で結合させ、

統合的に処理・管理・分析し、その結果を表示する情報処理システム。 

 
● ＳＡＲ：合成開口レーダ（synthetic aperture radar） 
画像により地表を観測するためのリモートセンシングセンサーの一種。レ

ーダ分解能を向上させるため、人工衛星等の移動を利用して次々と反射され

てくる電波を合成処理することにより、その軌道上に仮想の巨大アンテナが

あるのと同等な画像が得られる。このレーダで同じ場所を時間をおいて２回

観測し干渉処理を行うと、面的な地殻変動の分布を高精度に検出することが

可能。 
 

● アーカイブ：（archive） 
もともと公文書を保存しておく保管庫を意味する。歴史、文化遺産や資料

等を保存・蓄積し、必要な時に容易に取り出せるようにすること。 

 
● アスペリティ：（asperity） 
不均質な断層面上で、通常は強く固着していて，ある時に急激にずれて（す

べって）地震波を出す領域のうち，周囲に比べ特にすべり量が大きい領域の

こと。 
 

● エスノグラフィー：（ethnography） 
研究対象とする場で長期間のフィールドワークを行い、その場で生起する

現象（目に見えるもの）をあるがままに記述し、その記述をもとに研究対象

とする場で特徴的な現象が生起するメカニズム（目に見えないもの）を明ら

かにする手法。参与観察。 
 

● 災害時支援・対応ロボット 
大震災等における緊急災害対応（人命救助等）のための人体検索・情報収

集・配信等を支援することを目的としたロボット。人間が接近することが困

難な被災地（倒壊建造物内、地下街等）の調査及び情報収集能力の拡大に貢

献することが期待される。 
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● 実大三次元震動破壊実験施設：（Ｅ－ディフェンス） 
文部科学省と独立行政法人防災科学技術研究所が兵庫県三木市に建設中で、

２００５年に完成予定の震動台。２０×１５メートルの広さのテーブルに、

１２００トンの重さの構造物を積載可能。三次元的に、縦揺れ、横揺れを起

こし、４階建てのビルで阪神大震災クラスの揺れを再現できる。地震による

構造物破壊のメカニズムを解明し、耐震技術の向上に大きく貢献することが

期待される。一般には振動台という言葉が使われるが、この施設は地震その

ものを再現するという意味で、震動台という。 
 

● 数値振動台 
建築物、土木構造物、ライフライン、産業施設、地盤等、構造物の地震時

挙動を数値解析的にシミュレートするソフトウェア又はシステム。 

 
● スケーリング則 
規模の異なる地震の震源パラメータ間に成立する相似関係のこと。この相

似関係を用いることにより将来発生する地震の震源パラメータを推定できる。 
 
● 地表地震断層 

地震波の発生源である震源断層のうち、地表に現れたもの。 
 
● パネル調査 

同じ調査対象者に同一項目を反復して調査することにより、一定期間での

変化を把握する調査方法。 
 

● ヒューマンインタフェース：（human interface） 
コンピュータと人間との接点となるソフトウェアやハードウェア。 
 

● ライフライン：（lifeline） 
都市生活に不可欠な供給施設（水道・ガス・電気）、処理施設（下水）、交

通施設（道路、鉄道、空港、港湾）、通信施設（電話、データ通信）等の都市

施設。 
 
● リモートセンシング：（remote sensing） 

離れた所から直接触れずに対象物を固定あるいは測定し、またその性質を

分析する技術。物体から反射または放射される電磁波の固有性に着目し、電
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磁波を観測して、物体の識別やそれが置かれている環境条件を把握する技術。 

 
● ロジスティクス：（logistics） 
物、輸送路、情報伝達経路等の確保その他の後方支援 

 


